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川越町防災マップ更新業務委託　特記仕様書



第１章　総則

（適用）
第１条　本仕様書は、川越町（以下発注者という）が実施する「川越町防災マップ更新業務委託」（以下「本業務」という）に適用する。


（目的）
第２条　本業務は、令和８年２月に川越町地域防災計画の更新を行ったことや令和８年３月に三重県より公表された「三重県南海トラフ地震被害想定」、本町にて指定した「内水氾濫浸水想定区域」を受け、住民が避難する際の情報に変化が生じたことから、現行の防災マップを更新し、川越町で発生する恐れがある災害とその対策に関する情報の理解を促進し、発災時における住民の円滑かつ迅速な避難を図ることを目的とする。


（履行期間）
第３条　履行期間は、契約締結日の翌日から令和９年３月31日までとする。


（関係法令等の遵守）
第４条　本業務は、本特記仕様書によるほか、次に掲げる法令等を遵守するものとする。
（1） 災害対策基本法（昭和36年法律第223号）
（2） 災害救助法（昭和22年法律第118号）
（３）水防法 （昭和24年法律第193号）
（４）河川法（昭和39年法律第167号）
（５）大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号）
（６）南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成14年法律第92号）
（７）大規模災害からの復興に関する法律（平成25年法律第55号）
（８）防災基本計画
（９）三重県地域防災計画
（10）三重県水防計画
（11）川越町地域防災計画
（12）水害ハザードマップ作成の手引き（令和５年５月一部改定）　国土交通省
（13）避難情報に関するガイドライン（令和８年３月改定）　内閣府（防災担当）
(14) 避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（令和３年５月改定）　内閣府（防災担当）
（15）その他関係法令、通達等

（提出書類）
第５条　受注者は、本業務を実施するにあたり、発注者の指定した様式により以下の書類を提出し、発注者の承認を得るものとする。
（１) 委託業務着手届
（２) 業務工程表
（３) 実施計画書
（４) その他発注者が指示する書類


（工程管理）
第６条　受注者は、業務計画書に基づき適正な工程管理を行い、作業の進捗状況を主要な区切りで発注者に報告しなければならない。


（打合せ等）
第７条　業務を適正かつ円滑に実施するため、発注者と受注者は常に密接な連絡をとり、業務の方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容については、その都度受注者が書面（打合せ記録簿）に記録し、発注者の承認を得るものとする。
２　受注者は、本特記仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は、速やかに発注者と協議するものとする。


（損害賠償等）
第８条　受注者は、受注者の責務により本業務実施中に生じた諸事故に対して一切の責任を負い、発注者に発生原因・被害・経過等の内容を逐次報告するものとする。また、損害賠償等の請求があった場合は、受注者が一切を処理するものとする。


（資料の貸与及び返却）
第９条　発注者は、本業務の実施にあたり必要な図書及び関係資料等を受注者に貸与するものとする。
２　受注者は、貸与された図書及び関係資料等の必要がなくなった場合はただちに発注者に返却するものとする。
３　受注者は、貸与された図書及びその他関係資料については、その重要性を認識し、取り扱い及び保管には十分注意するものとする。


（成果品の帰属）
第10条　本業務により得られた全ての成果品は、発注者に帰属するものとし、受注者は発注者の承認を受けず他に公表、使用、複製及び貸与してはならない。
ただし、受注者及び第三者が従来から権利を有している固有の知識・技術に関する権利等は、留保されます。


（検査）
第11条　受注者は、本業務が完了したときは、発注者の検査を受けなければならない。


（契約不適合責任）
第12条　本業務の完了後、受注者の過失または疎漏に起因する修補の必要があると認められた場合には、受注者は発注者の指示に基づき速やかに訂正、補足等の処理を行うものとする。この場合において、当該修補に要する費用は、受注者の負担とする。


（守秘義務）
第13条　受注者は、本業務の実施過程で知り得た情報・事項について、第三者に漏らしてはならない。




第２章　業務概要

（業務概要）
第14条　本業務の業務概要は、以下のとおりとする。
（１) 計画準備					１式
（２) 資料収集・整理 				１式
（３）内水ハザードマップ原案の作成		　　　 １式
（４) ハザードマップデータ更新			１式
（５) 記載事項の検討				１式
（６）防災ガイドブックの更新		　　　 １式
（７) 防災マップ印刷用データ作成			１式
（８) 多言語データ作成				１式
（９）報告書の作成				　　　 １式
（10）防災マップ印刷				１式
（11）打合せ協議　　　		　　　　  概ね３回





第３章　防災マップ作成

（計画準備）
第15条　計画準備は、本業務の目的、業務内容を十分に把握し、実施方針、作業方法、作業工程、実施体制等を検討し、業務計画書を作成するものとする。


（資料収集・整理）
第16条　受注者は、本業務の履行に必要な情報の収集に努め、整理するものとし、本業務履行中に新たに資料が必要となった場合は、速やかに発注者に申し入れるものとする。
　　・防災、減災に関して自主的な取り組みを啓発するための資料
　　・津波浸水想定区域に関する資料
　　・洪水浸水想定区域に関する資料
　　・高潮浸水想定区域に関する資料
　　・内水浸水想定区域に関する資料
　　・避難所、避難路に関する資料
　　・数値地形図、写真地図データ等の地図データ
　　・避難情報の収集、伝達に関する資料
　　・その他、本業務の検討に必要な資料


（内水ハザードマップ原案の作成）
第17条　内水ハザードマップ原案は、構成する要素（基図、ハザード情報、避難情報）を総合的にとりまとめ、防災上の課題を踏まえたうえで作成するものとし、デザインに関しては発注者と協議のうえ決定するものとする。
２　内水ハザードマップ原案の作成にあたっては、内水浸水想定結果の精度を認識し、「誤解を招かない」ことに留意するとともに、専門知識を持たない一般住民にわかりやすい平易な用語や表現を用いるものとする。
３　タイトル、縮尺、方位、凡例等の地図作成に必要な整飾の他、内水による水害を想定した際に必要な防災情報として、浸水想定区域、指定避難所、指定緊急避難場所、福祉避難所、要配慮者利用施設を掲載するものとし、その他情報・目標物等は発注者と受注者が協議の上、記載するものとする。
４　指定避難所等には、マップ内の凡例に記載される番号を記載するものとする。
５　マップの作成単位、使用する地図の縮尺及び図化範囲等を考慮し、作成するものとする。
６　マップの作成単位は、今後の更新や総合防災マップとしての活用を視野に入れた内容、図郭、縮尺とし、基図（案）を発注者に提示し承認を得るものとする。


（ハザードマップデータ更新）
第18条　洪水ハザードマップ及び高潮ハザードマップのデータ更新は、タイトル、縮尺、方位、凡例等の地図作成に必要な整飾の他、洪水及び高潮による水害を想定した際に必要な防災情報として、背景地図、浸水想定区域、浸水深、浸水継続時間、指定避難所、指定緊急避難場所、福祉避難所、要配慮者利用施設を更新するものとし、その他情報・目標物等は発注者と受注者が協議の上、記載するものとする。
また、津波ハザードマップのデータ更新は、タイトル、縮尺、方位、凡例等の地図作成に必要な整飾の他、津波による水害を想定した際に必要な防災情報として、背景地図、浸水想定区域、浸水深、津波到達予測時間、指定避難所、指定緊急避難場所、津波避難ビル、福祉避難所、要配慮者利用施設を更新するものとし、その他情報・目標物等は発注者と受注者が協議の上、記載するものとする。
２　指定避難所等には、マップ内の凡例に記載される番号を記載するものとする。
３　防災マップの作成単位、使用する地図の縮尺及び図化範囲等を考慮し、作成するものとする。
４　防災マップの作成単位は、今後の更新や総合防災マップとしての活用を視野に入れた内容、図郭、縮尺とし、基図（案）を発注者に提示し承認を得るものとする。


（記載事項の検討）
第19条　記載事項の検討は、現行の防災マップを更新すべき項目について、標準項目及び推奨項目別に検討するものとする。
（１）標準項目
「標準項目」とは、災害時の円滑な避難行動や平時の災害学習に必要不可欠な記載項目であり、防災マップにおける最小限の記載項目である。
（２）推奨項目
「推奨項目」とは、災害の種別に応じて避難時に活用できる情報や平常時における住民の津波、洪水及び高潮災害に関する意識啓発等に役立つ情報をいい、記載内容については発注者と協議を行う。
（３）減災の考え方
防災マップには、可能な限り被害を小さくする「減災」を目指すことの重要性を記載し、自分の住んでいる場所の災害リスク、個々人の状況に応じて住民が自らの判断で避難方法を考えられる内容を盛り込むものとする。


（防災ガイドブックの更新）
第20条　防災ガイドブック更新は、現行の防災ガイドブックに加え、「新たな防災気象情報」、「指定緊急避難場所」及び「福祉避難所」に関する記載を追加する。各項目の検討にあたっては、第4条に示す関係法令等との整合を図るものとする。
２　防災ガイドブック原案作成にあたっては、津波浸水想定、洪水浸水想定、高潮浸水想定及び内水浸水想定の結果の精度を認識し、「誤解を招かない」ことに留意するとともに、専門知識を持たない一般住民にもわかりやすい平易な用語や表現を用いるものとする。
３　防災ガイドブックの仕様は、各種災害に対して住民が情報を把握しやすいことや、今後の更新の容易さを勘案して、差し込み型とする。
４　防災ガイドブックに掲載する内容は、別紙「防災マップ（本冊）」掲載事項を基本とするが、発注者と協議のうえ決定するものとする。

（防災マップ印刷用データ作成）
第21条　防災マップ印刷用データは、防災マップ原案をもとに作成するものとする。印刷用データの形式は、Adobe社Illustrator（ver.CC）で利用可能な形式とする。
２　防災マップ印刷用データから、川越町役場ウェブサイトへの掲載用とする防災マップのPDFファイルを作成する。
３　次条において多言語データを作成後、英語、中国語、ポルトガル語、ベトナム語についても同様に、防災マップ印刷用データを作成し、川越町役場ウェブサイトへの掲載用とする防災マップのPDFファイルを作成する。
４　防災マップのPDFファイル作成においては、インターネット閲覧を考慮した解像度・データ容量とする。


（多言語データ作成）
第22条　防災マップ印刷用データのうち、津波ハザードマップ、洪水ハザードマップ、内水ハザードマップ及び高潮ハザードマップについて、避難行動に必要な地図に関する情報の翻訳を行うものとする。
２　翻訳対象とする言語は、英語、中国語、ポルトガル語、ベトナム語とする。多言語化する語句等については、発注者と協議のうえ決定するものとする。


（報告書の作成）
第23条　報告書の作成は、技術的な基本方針や検討条件・方法、検討結果、関連資料等を整理し、業務報告書として取りまとめるものとする。


（防災マップ印刷）
第24条　防災マップ印刷の仕様は、以下を基本とし、詳細については発注者と協議のうえ決定するものとする。なお、印刷は日本語版のみとする。
（１）差し込み型（ケース）
サイズ：A4大（A3-２つ折り）
形　式：ポケット付　4/0c
部　数：8,000部
用　紙：マットポスト　180K
（２）防災ガイドブック
サイズ：A4
ページ数：24頁
形　式：中綴じ冊子　4/4c
部　数：8,000部
用　紙：マットコート　90K
（３）防災マップ
内　訳：津波ハザードマップ、洪水ハザードマップ、高潮ハザードマップ、
内水ハザードマップ各１種
サイズ：津波ハザードマップ　A4（A1-８つ折り）
洪水ハザードマップ　A4（A1-８つ折り）
高潮ハザードマップ　A4（A1-８つ折り）
内水ハザードマップ　A4（A2-４つ折り）
形　式：片面カラー　4/0c
部　数：各8,000部
用　紙：マットコート　70K


（GISデータの作成）
第24条　本業務で作成する防災マップの内容を基に、庁内GISで活用するためのGISデータを作成するものとし、そのデータ形式はshape形式とする。なお、データ内容は発注者と受注者が協議の上、決定する。


（打合せ協議）
第26条　本業務の実施において、初回、中間１回、成果品納入時の概ね計３回打合せを実施するものとする。また、必要に応じて適宜連絡調整を行うものとする。




第４章　納入成果品

（成果品）
第27条　本業務における納入成果品は、下記のとおりとする。
（１) 業務報告書（簡易製本）					 ２部
（２) 業務報告書（電子データ）				　　　  １式
（３) 防災マップ原稿（Illustrator　CC形式）		　　　  １式
（４) GISデータ（shape形式）	             	　　　  １式
（５）ウェブサイト掲載用データ（PDF形式）			 １式
（６) 防災ガイドブック　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,000部
（７）津波ハザードマップ                               8,000部
（８）洪水ハザードマップ                               8,000部
（９）高潮ハザードマップ                               8,000部
（10）内水ハザードマップ                               8,000部
（11）防災マップ差し込みケース                          8,000部


（成果品納入先）
第28条　成果品納入場所は、川越町防災安全課とする。

別紙

「防災ガイドブック（冊子）」掲載事項

１．表　紙
２．はじめに・目次
３．地震に備えて
南海トラフ地震と直下型地震、震度分布図、液状化分布図、震度と揺れ、緊急地震速報、地震発生時の行動、南海トラフ地震臨時情報
４．津波に備えて
津波の特徴、津波警報・注意報ととるべき行動、浸水予測図
５．洪水に備えて
雨量の目安、気象警報・注意報、避難の方法、水位観測所、安全確保行動
６．高潮に備えて
高潮の起こり方、高潮災害の特徴、気象警報・注意報、避難の方法
７．情報の入手
防災情報の伝達経路、避難情報ととるべき行動、災害用伝言ダイヤル、災害用伝言板サービス
８．日ごろの備え
非常持出品、非常備蓄品、防災カードの利用、地域での助け合い
９．マイタイムラインを作ろう
使い方、作成のポイント、作り方（シートの記載方法）、マイタイムラインシート（洪水、高潮）
10．指定避難所、指定緊急避難場所、福祉避難所、津波避難ビル一覧表
川越町内の指定避難所等一覧表、四日市市・朝日町の避難所等
11．裏　面
わが家の防災メモ、防災関係機関への緊急連絡先、防災情報の入手先（防災みえ.JPなど）


※　上記については、現段階の案であり、詳細については、受注者と協議の上、決定するものとする。
